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本庁舎広告付き案内地図設置事業者募集要項

宝塚市総務部管財課が行う本庁舎広告付き案内地図設置事業者（以下「設置事業者」という。）の募集に応募する場合は、募集要項を熟読のうえ、各事項をご承知の上、申込みすること。

１　施設の概要

（１）名称

宝塚市役所本庁舎
（２）住所

宝塚市東洋町１番１号

（３）開庁時間

月曜日～金曜日 午前９時００分～午後５時００分
ただし、土曜日・日曜日・祝日および年末年始（１２月２９日～１月３日）は閉庁。

（４）設置場所となる出入口を利用される来庁者数

約４００人／日（推定）

２　事業目的及び設置場所等
（１）事業目的及び事業内容

本事業は、市内の地図上に公共施設等の案内を表示することで来庁者の利便性の向上や関心を高めるとともに、設置にかかる行政財産使用料を徴収することで市の財源を確保することを目的として実施する。

事業者は、宝塚市市内地図を作成・設置し、その地図上に所在する民間企業等の広告を掲載することができる。
（２）設置場所及び設置台数
宝塚市役所本庁舎　１階　健康福祉部横通路 １台

設置スペース（横２,７００ｍｍ×奥行き１６０ｍｍ程度）　
※　設置場所は、設置場所予定図（別紙１）に記載のとおり。

※　設置スペースは、本体底面の設置箇所の寸法。

３　応募資格

本業務に関する十分な履行能力を判断するため、応募者は以下の事項をすべて満たしていることを要件とする。

（１）法人格を有している者であること。

（２）受付期間の最終日において宝塚市指名停止基準に基づく指名停止措置を受けていないこと。

（３）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項各号の規定に該当していないこと。

（４）宝塚市暴力団の排除の推進に関する条例（平成２４年条例第６号）第２条第３号の規定に定める暴力団密接関係者に該当しないこと。

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく再生手続き開始の申し立てをしている者、または民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続き開始の申し立てをしているものでないこと。

（６）破産法（平成１６年法律第７５号）に基づく再生手続開始の申し立てをしている者でないこと。

（７）政治団体、宗教団体又はそれに類する団体でないこと。

（８）国税及び地方税を滞納している者でないこと。

４　広告付案内地図の設置について
（１）使用許可の期間

使用許可の期間は令和８年（２０２６年）４月１日から令和１１年（２０２９年）３月３１日までの期間とする。年度ごとの更新を必要とする。
ただし、許可物件を公用、公共の用に供するために市が必要とするときは、使用許可を取り消す場合がある。
（２）費用負担等
ア　行政財産使用料
本市の設定する最低使用料年額以上で、かつ、設置事業者として決定した者が提案した価格を行政財産使用料（年額）とする。なお、提案使用料の金額は、宝塚市行政財産使用料条例第２条第１項第３号に基づき宝塚市道路占用料徴収条例(昭和39年条例第13号)別表第一「広告看板類・その他のもの」の最低年額使用料以上の額とします。
行政財産使用料は、年度ごとに本市が指定する納付書により、本市の指定する期限までに当該年度分を納付するものとする。（使用許可期間が1年に満たない部分については、1年を360日（1カ月30日）として計算し、1カ月に満たない部分については、その日数をもって日割り計算とする。）

なお、故障等で時間が少なくなった場合であっても、設置事業者が提案した行政財産使用料は減額しない。また、宝塚市行政財産使用料条例（昭和39年条例第40号）第3条の規定により、使用者の責めに帰すべき事由による行政財産使用料の返還はしない。
イ　電気料金

事業者から本市に設置物に係る消費電力がわかるカタログ又は仕様書を提示して、本市の電気料金単価や使用時間から算定した電気料金を支払うこと。なお、運転に必要な電源は市側で設置しているものを使用すること。

ウ　設置費　電気工事に係る費用

エ　原状回復費用　設置期間終了後、原状回復にかかる費用

オ　その他　運用にかかる全ての費用　

（３）仕様

ア　広告付き案内地図本体の仕様について

（ア）設置スペースに収まり、高さは、２,５００ｍｍ程度以下で作成すること。

（イ）調光器により明るさの調整が可能なＬＥＤ内照式とすること。タイマー設定により自動で点灯及び消灯できるものとし、点灯時間は管財課と協議すること。
（ウ）本体が転倒するなどして来庁者に危険が及ばないよう入念な転倒防止対策を施すこと。また、壁際に設置すること。
（エ）音声を使用した案内等はしないこと。
（オ）１年に１度周辺地図全体及び庁舎案内図を貼り替えること。
（カ）地図上の広告主表示や広告枠の掲載については、事前に見本を市へ提出し、承認を得ること。
イ　地図枠の仕様について

（ア）地図は「宝塚市全域図」とすること。

（イ）国土地理院の地図をベースに作成すること。

（ウ）公共施設・災害時の避難場所等、市が指定する地点をわかりやすく表示すること。
（エ）色覚障EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps11 \o\ad(\s\up 10(がい),碍)者に配慮した配色等でデザインすること。

（オ）地図上に所在する広告主の表示を行うこと。

ウ　広告枠の仕様について

（ア）地図上に所在する広告主の広告を表示すること。（写真・名称・電話番号等）

（イ）広告を表示する場合は上の地点の広告主と広告枠の広告が見つけやすくなるよう番号等で一致させておくこと。

（ウ）本体内に収まる大きさで作成し、一枠が極端に大きくならないようにすること。

エ　庁舎案内図枠の仕様について

市が作成した原案に基づいて庁舎案内図を表示すること。

オ　使用上の制限
事業実施の際には、本庁舎広告付き案内地図設置許可条件（別紙２）を遵守すること。
（４）使用許可の取消等
ア　許可条件に違反したとき又は本市において設置場所を公用若しくは公共用に供する必要が生じたときは、許可期間中であってもこの許可を取り消すことができる。取り消した場合の撤去は、市が指定する期間内で撤去を行うこと。

イ　許可期間が満了した場合、又は許可を取り消した場合において、許可期間中に許可物件に投じた有益費等又は許可が取り消されたことにより生じた損害があっても、その補償は一切行わない。

ウ　宝塚市暴力団の排除の推進に関する条例第８条に該当するときは、この許可を取り消すものとする。
（５）住所、氏名等の変更の届出 

次に該当するときは、設置事業者は速やかにその旨を届け出ること。 

ア　住所若しくは所在地又は氏名若しくは名称を変更したとき。 

イ　許可に関する権利を相続により承継したとき。

ウ　解散、合併等の変動があったとき。
なお、申出は、解散する設置事業者、又は合併後の事業者がすることとする。 
５　応募申込及び価格提案書の提出
（１）申込受付期間

令和８年１月１３日（火）～令和８年２月６日（金）

午前９時～午後５時００分まで（ただし、土曜日・日曜日・祝日を除く）
（２）申込受付場所

〒665-8665　宝塚市東洋町１番１号 
宝塚市役所　総務部　管財課（４階）

（３）申込に必要な書類

ア　申込書（別紙４）

イ　価格提案書（別紙５）※年額使用料（税込）を記入すること。

ウ　誓約書（別紙６）

エ　類似業務の実績調書（別紙７）

オ　印鑑登録証明書（法人の代表者印鑑証明書）の原本

カ　商業登記の履歴事項全部証明書又は現在事項全部証明書の写し

キ　「法人税」及び「消費税・地方消費税」の直近１年間の納税証明書の写し

（未納の税額がない証明用でも可）

ク　「法人市民税」及び「固定資産税」の直近１年間の納税証明書の写し

（未納の税額がない証明用でも可）

※　オ～クに関しては、発行後３カ月以内のもの。

ケ　会社概要（会社案内のパンフレット等）

コ　直近３期分の損益計算書、貸借対照表

サ　企画提案書（別紙８）

様式に収まらない場合は、別紙（様式不問）を作成すること。

※　ア～コは１部、サは６部
（４）申込の手続き

受付期間内に、「価格提案書在中」と記入した任意の様式の封筒に必要書類を封入の上、持込又は郵送すること。郵送の場合は申込受付期間内必着とする。（電話・FAX及びメール等による受付は行いません。）
（５）応募資格の確認について

提出書類の内容を審査し、参加要件を満たさないと判断した場合、その旨を通知する。なお、提出された書類等は返却しない。

（６）価格提案書の無効 

次のいずれかに該当する価格提案は、無効とする。

ア　最低使用料年額（税込）を下回る価格での提案。

イ　応募資格がない者が価格提案したもの。

ウ　指定の日時までに提出しなかったもの。

エ　代表者の記名押印がないもの。

オ　本市が交付した価格提案書を用いないで提案したもの。

カ　価格又は代表者の氏名その他主要部分が判別できないもの。 

キ　価格の訂正、削除又は挿入等によるもの。

ク　価格提案に関し不正な行為を行った者が提案したもの。

ケ　その他、価格提案に関する条件で違反したもの。
６　仕様書等に対する質問及び回答

（１）募集内容に関し質問がある場合は、令和８年１月２３日（金）までにメールにより管財課へ、質問書（別紙９）を提出すること。なお、質問事項がない場合は、提出不要とする。
Ｅメールアドレス：m-takarazuka0017@city.takarazuka.lg.jp
宝塚市役所　総務部　管財課　宛

（２）質問に対する回答

回答については、宝塚市のホームページに公表する。

回答日：令和８年１月２９日（木）以降
７　事業者の選定について

宝塚市庁舎広告付き案内表示物設置事業者選定委員会（以下、委員会とする。）に出席すること。
提出された書類等に基づき、業務実績・仕様・その他企画提案書の内容を総合的に評価し、１者を選定する。提出された企画提案書に対し、質問事項に回答が必要となる場合があります。

委員会は、令和８年２月１２日（木）ＡＭを予定しているため、必ず出席すること。詳細な時間等については、申込書に記載された連絡先にお知らせする。
液晶モニターを利用する場合は、液晶モニター（50インチ程度）は市で用意するが、それに使用するパソコン類は各自持参してください。（HDMIケーブルでパソコン類と液晶モニターを接続するので、HDMIケーブル及びHDMIケーブルが接続可能なパソコン等を持参してください。）

なお、市が準備した機器に不具合が生じても市は責任を負わないものとする。
８　設置事業者の選定結果について

設置事業者に決定した者へは、令和８年２月１８日(水)頃に選定結果を別途お知らせするとともに、本市ホームページで法人名及び提案した行政財産使用料（年額）を公表する。ただし、選定内容については公表しない。

９　使用許可申請等の手続き

設置事業者となった場合は、管財課に確認のうえ、行政財産使用許可申請書（別紙１０）を令和８年２月２７日（金）までに提出すること。

使用許可については、申込書に記載された名義で行います。
１０　事業者の決定の取消し

（１）正当な理由なくして、指定する期日までに使用許可の手続きを申請しなかった
場合

（２）設置事業者が設置条件や応募資格を満たしていないことが判明した場合、又は失った場合
11　スケジュールについて

	質問の受付
	令和８年１月２３日(金)まで

	質問の回答
	令和８年１月２９日(木)以降

	申込の受付
	令和８年２月６日(金)まで

	設置事業者選定委員会
	令和８年２月１２日(木)

	設置事業者決定
	令和８年２月１８日(水)頃

	行政財産使用許可申請書の提出
	令和８年２月２７日(金)まで

	行政財産使用許可
	令和８年３月２７日(金)頃

	使用開始
	令和８年４月　１日(水)から


12　問い合わせ先　
〒６６５－８６６５　宝塚市東洋町1番1号

　　　　　　　　宝塚市役所　総務部　管財課

　　　　　電話：０７９７－７７－２０３１（直通）

　　　　　Ｅメールアドレス：m-takarazuka0017@city.takarazuka.lg.jp

設置場所予定図
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本庁舎広告付き案内地図設置許可条件
（目的）

第１条　本許可条件は、宝塚市役所（以下、甲とする）おいて、設置事業者（以下、乙とする）が民間企業等の広告付き案内地図を設置することについての取扱いについて定めるものとする。

（事業計画の策定及び協議）

第２条　乙は、広告付き案内地図の仕様、施工管理方法等、広告付き案内地図運営及び広告に関する事項についてあらかじめ甲と協議し、これらに必要な資料等を甲に提出しなければならない。

（広告主及び広告内容の審査）

第３条　乙は、広告付き案内地図により広告する広告主の選定及び広告の内容について、宝塚市広告掲載要綱（別紙３）を遵守するとともに、事前に甲の審査を受けその承認を得なければならない。

２　乙は、前項の審査を受けるため、広告に係るデータ等必要な資料を甲の指定する日までに、甲の指定する方法で提出しなければならない。
３  乙は、広告主及び広告内容について市役所の公共性、美観及び市役所利用者への影響に配慮しなければならない。

（広告内容の遵守事項）

第４条　乙は、広告の内容について、次に定める事項を遵守する。

(1)　広告の内容に関する一切の責任は乙が負うものとし、甲は一切の責任及び負担を負わないものとする。

(2)　広告の内容が第三者の権利を侵害するものではないこと及び広告の内容に係る財産権のすべてにつき合理的な権利処理が完了していることについて保証する。

(3)　甲に対して第三者から広告活動に関連して損害を被ったという請求がなされた場合は、乙の責任及び負担において解決するものとし、甲は責任及び負担を負わないものとする。
（維持管理責任）
第５条　乙は、広告の内容について、次に定める事項を遵守する。
(1) 広告付き案内地図を設置するにあたっては、据付面を十分に確認したうえで安全に
　　設置しなければならない。

(2)  破損・汚損や公共施設等の変更及び広告主の変更・移転等についてのメンテナンス
を行わなければならない。

(3)  広告付き案内地図の故障及び広告内容への問い合わせ並びに苦情に備え、広告付き
案内地図に故障時等の連絡先を明記するとともに、事業者の責任において対応しなけ
ればならない。

(4)  広告付き案内地図を原因とした事故等に対し、庁舎の利用者等から損害賠償の請求
がなされたときには、事業者の責任及び負担において解決するものとし、甲は責任及
び負担を負わない。

(5) 「広告に関する一切の責任は広告掲載者に帰属する。また、宝塚市が推奨するものではありません。」等の表示を行わなければならない。
（報酬等の受領）

第６条　乙は、広告付き案内地図の設置にあたり、広告主との間で広告に関する契約を締結し、報酬等を受領できることとする。

（広告付き案内地図の設置等）

第７条　広告付き案内地図の製作及び設置に係る作業は、乙が自己の負担により調整し、及び実施するものとする。但し、庁舎内のレイアウト変更等のやむを得ない事由により、広告付き案内地図を移設する場合には、甲乙協議して移設場所を決定するものとする。

（設置の委託）

第８条　乙は、乙の責任において、広告付き案内地図の設置業務を第三者に委託することができる。ただし、事前に甲に申請を行うこととする。
（設置にあたっての留意事項等）

第９条　乙は、広告付き案内地図の設置にあたっては、市役所の維持管理及び災害時の避難誘導に支障とならない構造とするよう配慮しなければならない。

２　乙は、広告付き案内地図の落下、破損等により、市役所利用者等に危険を生じさせることのないようにしなければならない。

３　甲は、乙に対して、第１項及び前項に規定する留意事項についての助言及び指導を行うことができ、乙はその助言及び指導に従わなければならない。なお、当該助言及び指導に従うことによって生じる経費は、乙が負担する。

４　乙は、広告付き案内地図の設置に関する作業は、甲が指定する日時に行わなければならない。
５　乙は、広告の内容に関する事項については、あらかじめ甲と協議の上、当該事項を記載した事業計画書を提出し、承認を受けること。
（広告内容の修正）


第１０条　甲は、広告の内容が宝塚市広告掲載要綱に違反しているとき及び市役所での広告としてふさわしくないと甲が合理的な理由により判断したときは、乙に対して広告の内容の修正を求めることができ、乙はこれに従わなければならない。

２　前項の広告の内容の修正に係る費用は、乙が負担する。

（広告内容の変更）

第１１条　乙は、自己の都合により広告の内容を変更するときは、事前に甲と協議をし、その審査及び承認を得なければならない。

（広告付き案内地図の破損の対応）

第１２条　乙は、広告付き案内地図が毀損、汚損等したときは、速やかに復旧等の最適な措置を取らなければければならない。

２　甲は、広告付き案内地図の毀損、汚損等を発見したときは、速やかに乙に通報するものとする。
３　第１項に規定する措置に係る経費は、乙が負担する。

（広告付き案内地図の一時撤去又は広告の一時削除）

第１３条　甲は、次の各号のいずれかに該当する場合は、その問題が解消されるまでの間、広告付き案内地図を一時撤去し、又は広告を一時削除するよう乙に指示することができ、乙はこの指示に従わなくてはならない。

(1)　甲の指定する期日までに使用料等の納付がないとき。

(2)　乙が法令又は本条件の内容に違反したとき。

(3)  広告主又は広告内容が宝塚市広告掲載要綱に違反したとき。

(4)　第１０条第１項規定による広告内容の修正を乙が行わないとき。

(5)  広告付き案内地図の設置及び広告を継続することが社会通念上著しく不適切であると認められる相当かつ合理的な理由があると甲が判断したとき。

２　前項に規定する一時撤去又は一時削除の理由となった問題が解消されたと甲が認めるときは、乙は広告付き案内地図の設置又は広告を再開することができる。

３　第１項の一時撤去又は一時削除並びに前項の再開に係る費用は、乙が負担する。

４　第１項の規定による指示があったにも関わらず、相当期間内に乙が一時撤去又は一時削除を行わないときは、甲は乙の承諾を得ることなく広告付き案内地図を自ら一時撤去し、又は一時削除することができ、これに要した費用は乙が負担するとともに、甲は一時撤去又は一時削除によって生じた乙の損害の賠償を行わない。

５　本条の規定による一時撤去又は一時削除が行われた場合において、甲は納付済の広告料等を乙に返還しない。

（撤去）

第１４条　乙は、設置に係る許可期間が満了したときは、遅滞なく自己の負担により広告付き案内地図を撤去しなければならない。
（滅失・損傷の責任）
第１５条 　乙は、許可物件を滅失又は損傷したときは、直ちにその旨を申し出て、速やかに原状に回復し、又はその損害を賠償しなければならない。

（自己都合による撤去）
第１６条　乙は、自己都合により撤去しようとする場合は、撤去しようとする日の３カ月前までに書面により通知すること。この場合、納入済の使用料は返還しない。

（使用状況の立入調査）
第１７条　乙は許可物件の管理上必要があるときは、許可物件の使用状況の調査に協力すること。 
（広告主への補償等）

第１８条　乙は、第１４条の規定による一時撤去が行われた場合において、広告主に対して損害の補償及び報酬等の返還を行う必要が生じたときは、自己の責任と負担において解決するものとする。

（原状回復）

第１９条　乙は、許可期間が満了又は許可が取り消された場合は、速やかに原状回復を
行うこと。なお、原状回復に際し、設置事業者は一切の補償を本市に請求はできないものとする。
（第三者の損害の賠償等）

第２０条　乙の責に帰すべき事由により第三者に生じた損害の賠償に関しては、乙が自らの責任と負担をもって解決する。

（著作権等）

第２１条　乙は、広告付き案内地図の製作及び設置に際して、著作権、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に基づき保護される第三者の権利の対象となっている材料、履行方法等を使用するときは、その使用に関する一切の責任を負わなければならない。

2 　甲が、本許可に基づき設置した広告付き案内地図及び広告が掲載されている写真又は画像データを市役所や事業の紹介等の行政目的のために甲が作成し、又は関与する印刷物、ホームページ等に掲載する場合は、乙はその掲載を許諾するとともに、広告主からの許諾も得るように努めなくてはならない。ただし、広告主又は第三者の権利を侵害し、又はその恐れがある場合はこの限りではない。

（疑義の解釈等）

第２２条　本許可条件の定めに疑義が生じたとき、また本許可条項に定めのない事項については、甲乙協議して定めるものとする。

宝塚市広告掲載要綱

（趣旨）
第１条　この要綱は、市の資産を広告媒体として活用し、民間企業等の広告を掲載することに関して必要な事項を定めるものとする。
　（定義）
第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
(1)　広告媒体　広報印刷物、ホームページ等の市の資産（病院事業、又は上下水道事業の用に供するものを除く。）で、広告を掲載し、又は掲出することが可能なものをいう。
　(2)　広告掲載　広告媒体に広告を掲載し、又は掲出することをいう。
　（広告の範囲）
第３条　次の各号のいずれかに該当すると認められる広告は、広告掲載しない。
　(1)　法令等に違反するもの
　(2)　公序良俗に反するもの
　(3)　人権侵害となるもの
　(4)　政治又は宗教に関する主張、勧誘、批判等を行うもの
　(5)　良好な景観又は風致を害するもの
　(6)　他者を誹謗し、又は中傷するもの
　(7)　虚偽又は誇大な表現で市民の的確な判断を誤らせるもの
　(8)　市が推奨しているかのような誤解を与えるもの
　(9)　公衆に不快の念又は危害を与えるもの
　(10)　青少年保護及び健全育成の観点から適切でないもの
　(11)　消費者保護の観点から適切でないもの
　(12)　前各号に掲げるもののほか、広告掲載することが適当でないもの
　（広告媒体の選定）
第４条　広告掲載する広告媒体は、広告媒体を管理する部の部長（以下「所管部長」という。）が定める。
　（広告掲載の規格等）
第５条　広告の規格、掲載位置等は、広告媒体ごとに、所管部長が定める。
　（広告の募集方法等）
第６条　広告の募集方法、広告料及び選定方法は、広告媒体ごとに、その性質に応じて所管部長が定める。
　（審査機関）
第７条　広告掲載の可否について審査するため、宝塚市広告審査会（以下「審査会」という。）を設置する。
２　審査会は、企画政策課長、広報課長、総務部次長（経営改革担当）、総務部課長（経営改革推進担当）、管財課長、人権平和・男女共同参画課長、都市計画課長、消費生活センター所長、観光にぎわい課長及び青少年センター所長をもって組織する。

３　会長は、総務部次長（経営改革担当）をもって充てる。

４　会長は、審査会を代表し、会務を総理する。

５　会長は、広告掲載の可否について疑義が生じた場合において、必要に応じて審査会を招集する。

６　会長は、議事に関して必要と認めるときは関係者の出席を求め、その意見を述べさせることができる。

７　審査会の庶務は、業務改革推進課が行う。
　（委任）
第８条　この要綱の実施に関し必要な事項は、経営改革担当部長が別に定める。
　　　附　則
　この要綱は、平成２０年６月２３日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、平成２１年５月１日から施行する。

　　　附　則
　この要綱は、平成２３年５月１１日から施行する。

　　　附　則

　この要綱は、平成２８年１２月１４日から施行する。
　　　附　則

　この要綱は、令和４年４月６日から施行する。
　　　附　則

　この要綱は、令和６年４月１日から施行する。

　申 込 書

宝塚市長 あて

本庁舎広告付き案内地図設置事業者募集要項記載内容を遵守の上、次のとおり申し込みます。

なお、市ホームページに法人名及び提案した行政財産使用料を掲載することに同意する。

（〒　　 －　　　）

申込者  所在地

法人名等                                 

代表者氏名                              
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

（担当責任者）

所 属

職・氏名

電話                           ＦＡＸ

E-mail

１．応募物件

　　　設置施設              宝塚市役所本庁舎

　  設 置 場 所      　　 １階　健康福祉部横通路 

	価格提案書

令和　　年　　月　　日

　　宝塚市長あて

法人名

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者

氏名　　　　　　           　　　 eq \o\ac(○,印)
　　本庁舎広告付き案内地図設置事業者募集要項の内容を承知の上、価格提案する。

　

	価格
	
	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	円

	


注１　金額はアラビア数字１、２、３・・とし、数字の頭に￥マークを入れること。

２　黒又は青のボールペンを使用すること。

３　代表者の印鑑は、申込書に押印した印鑑を使用すること。

４　価格は１年間の行政財産使用料（税込）を金額で記入すること。


誓約書
本庁舎広告付き案内地図設置事業者の募集に参加するにあたり、下記の事項を誓約する。

１　本庁舎広告付き案内地図設置事業者募集要項の内容をすべて承知しています。

２　本庁舎広告付き案内地図設置事業者募集要項における申込資格の内容をすべて満たしています。

令和　　年　　月　　日

宝塚市長　あて

　　住所（所在地）

　　　　　　　　　　　　　　　〒

氏名（法人名及び代表者名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
類似業務の実績調書　

　　（法人名　　　　　　　　　　　　　　　）

令和元年度から令和６年度までの間における主な類似契約の実績を記入してください。

	主な類似契約実績
	発注者
	契約名（上段）及び契約内容（下段）
	契約金額（円）
	契約年度

	
	
	
	円
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	円
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	円
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	円
	

	
	
	
	
	


１ 類似業務とは、自治体や公共的団体の施設内に広告付き案内表示物を設置した業務を指する。

２ 実績が多数ある場合には、総数５枚までで記入してください。

３ 本業務と広告媒体・数量などが似通った事例を記入してください。特に自治体発注業務は、優先して記入ください。

４ 内容が把握できる参考資料があれば、添付してください。
	企　画　提　案　書

	１　事　業　者
	法人名
	　

	
	所在地
	　

	
	主として営む事業
	　

	
	本市の業者登録名簿への登録
	登録の有無
	登録種目

	
	
	□有　　　　　□無
	　

	２　企画概要
	※内容が把握できるものであれば、別の資料の提出によっても構いません。

	３　広告主の募集
	広告主見込数
	想定される左記の広告主の業種
	広告主の募集方法等

	
	
	
	

	
	　

　　     　　　　　　社
	　
	　

	４　事業者の広告掲載方針
	　

※記載に代えて明文化されたものの提出によっても構いません。

	５　設置までの作業スケジュール
	　

※記載に代えて作業スケジュール表の提出によっても構いません。

	６　問い合わせ等への対応体制
	　

※内容が把握できるものであれば、別の資料の提出によっても構いません。


1 事業者について

⑴ 「法人名」及び「所在地」については、申込書の記載内容と整合を図ってください。

⑵ 「主として営む事業」へは、単に「○○業」とのみ記入するのではなく、具体的に記入してください。

⑶ 「本市の登録業者名簿への登録」の「登録の有無｣へは、該当する方の□へチェックするとともに、登録種目を記入してください。
２ 企画概要について

企画概要について、少なくとも以下の項目を盛り込んでください。

⑴ 広告付き案内地図の仕様書及びデザイン等の図面・写真等

⑵ 広告付き案内地図の設置位置及び設置した場合の完成予想図

⑶ 地図枠と広告枠の構成比

⑷ 広告及び地図に係る情報の更新方法

⑸ 本体の転倒防止対策の詳細について

⑹ メンテナンス、破損時の対応、事故保険など、保守管理に関する内容
３ 広告主の募集について

⑴ ｢広告主見込数｣へは、今回の提案において確保できると考えられる広告主見込数を記入してください。

⑵ 「想定される左記の広告主の業種」は、「○○業」などの記入で十分であり、具体的な企業名までは必要ありません。

⑶ 「広告主の募集方法等」へは、広告主の具体的な募集方法を提案してください。記入に当たっては⑴の｢広告主見込数｣が確実に確保できると判断されるような内容となるよう留意してください。

※ 上記はいずれも現段階での見込みであり、業務遂行に当たっての条件とすることは考えていませんが、｢類似業務の実績｣等を踏まえ、実現可能と考えられる範囲で提案してください。
４ 事業者の広告掲載方針について

広告主募集に当たり、事業者において準拠する広告掲載方針（募集・掲載を規制する業種・事業者、募集・掲載を規制する広告内容などの定め）がある場合には、その内容について記入してください(明文化している場合には別紙でも可)。
５ 設置までの作業スケジュールについて

広告主募集、広告内容審査、広告付き案内地図の設置等の作業が必要となる場合は、その作業スケジュールについて記入してください。(作業スケジュール表の提出でも可)
６ 問い合わせ等への対応体制について

期間中に第三者から内容等に係る問い合わせや苦情があった場合の体制等について記入してください（記載欄の内容が把握できるものであれば別紙でも可）。

質問書

令和　　年　 月　 日

宝　塚 市 長 　あて
法人名 　　　　　　　　　　　　　　
担当者

連絡先

次のとおり質問する。

	
	質問内容

	１
	

	２
	

	３
	


※１　質問書は、メールにより管財課へ提出してください。

メールアドレス m-takarazuka0017@city.takarazuka.lg.jp
※２　質問に対する回答（質問回答書）は、市のホームページにてお知らせする。
 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

行政財産使用許可申請書

令和　　 年　　月　　 日

宝塚市長　あて 

申請者

住所

法人名及び
代表者氏名　　　　　　　　　　　　㊞

次のとおり行政財産を使用したいので、許可してくださるよう申請する。 

使用物件

名称

所在

数量

使用目的　　　　本庁舎広告付き案内地図設置のため

使用期間　　　　令和8年(2026年)　4月 1 日から
令和9年(2027年)　3月31日まで

使用料　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

使用責任者

住所
氏名

別紙１





設置場所





別紙２





別紙３





別紙４





別紙５





別紙６





別紙７





別紙８





別紙９





別紙１０
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